
平成２４年度　政府予算案（大阪府住宅まちづくり部関係）の決定内容
平成24年2月23日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．公営住宅に係る制度の拡充
（１）地方裁量の拡大等による地域実情に応じた施策展開の推進

◇地域の需要に応じた公営住宅の再配置と円滑な更新を推進するための制度拡充

・非現地建替について、明渡し請求が可能となる制度の整備

・耐震化が困難な公営住宅や、需要の低い公営住宅の用途廃止について、入居者の安定を図った上で住棟単位での明渡し請求が可能となる制度の拡充

・「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」に基づく手法を活用した事業について、事業実施後の団地及び従前居住者の状況が法定建替えの要件を充足する場合に、公営住宅の法定建替えに該当するよう所要の処置を講じる。
◇公営住宅の近傍同種家賃の算定方法の見直し
	◆予算項目以外の状況

・用途廃止等にかかる明渡し請求権の付与については制度改善が図られなかった。

・今後も引き続き要望を実施。
・なお、平成22年度に要望した「従前入居戸数での建替に係る明渡し請求権の付与」について、平成23年6月、国より、「既存公営住宅の耐震性に問題があると認められる場合は、その他特別の事業がある場合として、公営住宅建替事業により新たに整備すべき公営住宅の戸数が、当該除却すべき公営住宅のうち入居者の存する公営住宅の戸数を超えれば足りる」との技術的助言が通知され、一部制度改善が図られた。


	

	
	・公営住宅の近傍同種家賃の算定方法の見直しは行われず。
・「全国公営住宅等推進協議会」等の機会を捉え、今後も引き続き、要望を実施。
	

	（２）耐震化の推進

◇社会資本整備総合交付金における耐震診断・改修に伴う事業費に対する交付率の引上げ
	◆予算項目以外の状況
・耐震診断・改修に伴う事業費に対する交付率の引上げは行われず。

・「全国公営住宅等推進協議会」、「全国住環境整備事業推進協議会」等の機会を捉え、今後も引き続き、要望を実施。

	

	２．住宅・建築物の耐震化の促進

◇住宅・建築物安全ストック形成事業について、平成22年度補正限定の緊急支援事業を平成24年度以降も活用

◇耐震改修促進税制による所得税控除について、控除額の上限を撤廃するなどの拡充
	◆概算要求の状況　国土交通省

社会資本整備総合交付金 

（全）1兆8,356億円

（(H23)1兆,7,539億円）

	（全）1兆4,395億円


	

	
	◆予算項目以外の状況
○住宅・建築物安全ストック形成事業改正

・戸建て住宅における交付限度額を「住宅規模（32,600円/㎡かつ23％）」から「戸当たりの限度額（補助金額の上限80万円）」に見直し。


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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	３．りんくうタウンのまちづくりの促進

◇熱供給利用料金が周辺地域における電気ガス等の利用料金と同程度となるよう、現行認可制度の改正、設備投資や維持管理等に対する補助制度の創設など必要な措置を講じる。
	◆予算項目以外の状況
・平成23年7月、国に対し「熱供給料金の経済産業大臣の認可制度の廃止または料金算定要領の大幅な見直し」について構造改革特区提案。同年10月、国から「事業者の経営努力等により、総括原価を構成する経費を圧縮すること等が可能であり、実際に料金値下げを行っている地区は多数存在。認可料金制度の存在が料金の値下げを阻害しているわけではない。」との最終回答。

・一方、国の「まちづくりと一体となった熱エネルギーの有効利用に関する研究会」中間とりまとめ（平成23年8月）において、「柔軟な料金設定を可能とする仕組みの検討」が論点として挙げられており、熱供給事業に関する課題については、今後も引続き国に働きかける。

	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
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